
○三原市水源保全条例施行規則

令和６年９月３０日

規則第３１号

（趣旨）

第１条 この規則は、三原市水源保全条例（令和６年三原市条例第２４

号。以下「条例」という。）の規定に関し、必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用す

る用語の例による。

（排水目標）

第３条 条例第２条第２号の排水目標のうち、排出水にあっては、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

(1) 条例第２条第１号アに規定する有害物質使用特定施設（以下「有

害物質使用特定施設」という。） 排水基準を定める省令（昭和４６

年総理府令第３５号）第２条の環境大臣が定める方法により検定し

た場合における検出値が同府令別表第１の上欄に掲げる有害物質の

種類及び別表第２の上欄に掲げる項目ごとにそれぞれの表の下欄に

掲げる許容限度。ただし、当該特定施設が水質汚濁防止法第３条第

３項の規定に基づく排水基準を定める条例（昭和４６年広島県条例

第６９号。以下「広島県上乗せ条例」という。）第３条に規定する上

乗せ排水基準が適用される場合にあっては、同条に規定する上乗せ

排水基準とする。

(2) 条例第２条第１号イに規定する産業廃棄物の最終処分場（以下

「産業廃棄物最終処分場」という。）のうち、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」とい

う。）第７条第１４号イ及びロに掲げる産業廃棄物の最終処分場 排

水基準を定める省令第２条の環境大臣が定める方法により検定した

場合における検出値が同府令別表第１の上欄に掲げる有害物質の種



類及び別表第２（備考２の規定を除く。）の上欄に掲げる項目ごとに

それぞれの表の下欄に掲げる許容限度。ただし、当該特定施設が広

島県上乗せ条例第２条に規定する上乗せ排水基準を適用する区域に

設置される場合は、広島県上乗せ条例第３条に規定する上乗せ排水

基準とする。この場合において、広島県上乗せ条例別表第２備考２

の規定は、適用しない。

(3) 産業廃棄物最終処分場のうち、令第７条第１４号ハに掲げる産業

廃棄物の最終処分場（以下「管理型最終処分場」という。） 一般廃

棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準

を定める省令（昭和５２年総理府令・厚生省令第１号。以下「省令」

という。）別表第１に規定するもの。

(4) 条例第２条第１号ウに規定する施設（以下「市長が指定する施設」

という。） 市長が別に定めるもの

２ 条例第２条第２号の排水目標のうち、地下浸透水にあっては、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

(1) 有 害 物 質 使 用 特 定 施 設 水 質 汚 濁 防 止 法 （ 昭 和 ４ ５ 年 法 律 第

１３８号）第１２条の４の規定による環境省令で定める基準を遵守

すること。

(2) 産業廃棄物最終処分場のうち、令第７条第１４号イに掲げる産業

廃棄物の最終処分場及び管理型最終処分場 省令第２条第２項第１

号及び同項第３号においてその例によることとされる省令第１条第

２項第１０号の規定による水質検査を行い、同項第１１号に規定す

る水質の悪化が認められないこと。

(3) 産業廃棄物最終処分場のうち、令第７条第１４号ロに掲げる産業

廃棄物の最終処分場 省令第２条第２項２号ハの規定による水質検

査を行い、同号ニに規定する水質の悪化が認められないこと。

(4) 市長が指定する施設 市長が別に定めるもの

（排出水の採水）

第４条 排出水の採水は、特定施設の敷地から公共用水域に排出される

排水口について行うものとする。

（利害関係を有する者）



第５条 条例第２条第７号に規定する利害関係を有する者は、次に掲げ

る者とする。

(1) 関係地域内に土地を所有している者

(2) 関係地域内の土地を占有している者

(3) 関係地域内で現に業を営んでいる者

（事業計画書）

第６条 条例第８条の事業計画書は、様式第１号によるものとする。

２ 条例第８条の規則で定める日は、次の各号に掲げる日とする。

(1) 有害物質使用特定施設 水質汚濁防止法施行規則（昭和４６年総

理府令・通商産業省令第２号）第３条第４項に規定する設置に係る

届出書又は瀬戸内海環境保全特別措置法施行規則（昭和４８年総理

府令第６１号）第３条第２項に規定する設置に係る申請書を広島県

に提出する日

(2) 産業廃棄物最終処分場 産業廃棄物処理施設の設置に係る地元

調整に関する要綱（平成５年３月１日広島県制定）第６条第１項の

規定による設置に係る事前協議書を広島県に提出する日

(3) 市長が指定する施設 市長が別に定める日

（告示及び閲覧）

第７条 条例第１０条の規則で定める事項は、次のとおりとする。

(1) 特定事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の

氏名並びに所在地）

(2) 特定施設の名称及び所在地

(3) 特定施設の種類

(4) 特定施設の構造

(5) 特定施設の使用の方法

(6) 閲覧の場所、期間及び時間

(7) 関係地域の範囲

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

２ 条例第１０条の閲覧の日及び時間は、三原市の休日を定める条例（平

成１７年三原市条例第２号）第１条に規定する市の休日を除く日の午

前９時から午後５時までとし、その場所は、次のとおりとする。



(1) 三原市役所生活環境部生活環境課

(2) 関係地域内又はその周辺地域内において市長が指定する場所

（事業計画説明会等）

第８条 特定事業者は、条例第１１条第１項の事業計画説明会（同条第

４項に規定する事業計画説明会に代わる方法によって説明した場合を

含む。次項において同じ。）において、関係住民に対し、事業計画の概

要を記載した書類、図面等を配布等するとともに、当該事業計画の内

容を具体的に説明するよう努めなければならない。

２ 特定事業者は、事業計画説明会において、関係住民に対し、特定事

業者に条例第１３条第１項に規定する意見書を提出することができる

旨、意見書の提出方法、意見書の提出期限等を説明しなければならな

い。

（事業計画説明会等実施状況報告書）

第９条 条例第１２条の規定による報告は、事業計画説明会等実施状況

報告書（様式第２号）によるものとする。

２ 前項の事業計画説明会等実施状況報告書には、次に掲げる書類及び

図面等を添付しなければならない。

(1) 事業計画説明会で配布し、又は使用した書類及び図面等

(2) 事業計画説明会以外で事業計画の周知に使用した書類及び図面

等

（意見書に対する見解周知の報告）

第１０条 条例第１４条第２項の規定による報告は、周知実施状況報告

書（様式第３号）によるものとする。

２ 前項の周知実施状況報告書には、意見書の見解を周知するために配

布し、又は使用した書類及び図面等を添付するものとする。

（事業計画変更届等）

第１１条 条例第１５条第１項の規定による届出は、事業計画変更届出

書（様式第４号）によるものとする。

２ 条例第１５条第１項の規則で定める日は、次の各号に掲げる日とす

る。ただし、次条に規定する軽微な変更に該当する場合は、市長が指

定する日までに届け出るものとする。



(1) 有害物質使用特定施設 水質汚濁防止法施行規則第３条第４項

に規定する変更に係る届出書又は瀬戸内海環境保全特別措置法施行

規則第３条第２項に規定する変更に係る申請書を広島県に提出する

日

(2) 産業廃棄物最終処分場 産業廃棄物処理施設の設置に係る地元

調整に関する要綱第６条第１項の規定による変更に係る事前協議書

を広島県に提出する日

(3) 市長が指定する施設 市長が別に定める日

（軽微な変更）

第１２条 条例第１５条第２項ただし書に規定する軽微な変更は、次に

掲げるものとする。

(1) 水質汚濁防止法第１０条に規定する変更に該当するもの

(2) 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）第８

条第４項に規定する軽微な変更又は第９条に規定する変更に該当す

るもの

(3) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省

令第３５号）第１２条の８に規定する環境省令で定める軽微な変更

に該当するもの

(4) その他市長が軽微な変更に該当すると認めたもの

（事業計画廃止届出書）

第１３条 条例第１６条第１項の規定による届出は、事業計画廃止届出

書（様式第５号）によるものとする。

（承継届）

第１４条 条例第１８条第２項の規定による地位の承継の届出は、承継

届出書（様式第６号）によるものとする。

（立入検査証）

第１５条 条例第２３条第２項に規定する市長が指定したことを証する

ものは、立入検査員証（様式第７号）によるものとする。

（三原市水源保全委員会）

第１６条 三原市水源保全委員会（以下「委員会」という。）に会長及び

副会長を置き、委員の互選により定める。



２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠け

たときは、その職務を代理する。

（委員会の会議及び議事）

第１７条 委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができな

い。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでない。

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。

４ 委員会の会議は、原則として公開とする。ただし、会長が委員会に

諮り、同意があったときは、非公開とすることができる。

（委員会の庶務）

第１８条 委員会の庶務は、生活環境課において処理する。

（大規模な変更）

第１９条 条例第２６条に規定する特定施設の構造又は設備等の大規模

な変更は、第１２条に規定する軽微な変更に該当しない変更とする。

（その他）

第２０条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な

事項は、市長が別に定める。ただし、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員会の会長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和６年１０月１日から施行する。

（最初の会議の招集）

２ 第１７条第１項の規定にかかわらず、委員会の最初の会議は、市長

が招集する。



様式第１号（第６条関係）

年 月 日

三原市長 様

住所

氏名 印

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名

事業計画書

次のとおり特定施設を設置したいので、三原市水源保全条例第８条の規定により、提出します。

１ 該当する特定施設の区分

□ 条例第２条第１号アに規定する有害物質使用特定施設

□ 条例第２条第１号イに規定する産業廃棄物の最終処分場

□ 条例第２条第１号ウに規定する市長が水質の汚濁のおそれがある施設として指定する施設

２ 添付資料

□ 関係法令等による届出書

（関係法令等の名称： ）

□ その他市長が認めるもの

（ ）



様式第２号（第９条関係）

年 月 日

三原市長 様

住所

氏名 印

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名

事業計画説明会等実施状況報告書

年 月 日付けで提出した事業計画書に係る事業計画説明会等の実施状況について、三原市水源保全条

例第12条の規定により、次のとおり報告します。

添付書類 １ 事業計画説明会で配布し、又は使用した書類及び図面等

２ 事業計画説明会以外で事業計画の周知に使用した書類及び図面等

説

明

会

に

関

す

る

事

項

開催日時 年 月 日 時 ～ 時

開催場所

対象地域

出席者数

説明会等の概要及び主要質疑

説明会以外の方法を用いた場合

は、その実施状況



様式第３号（第10条関係）

年 月 日

三原市長 様

住所

氏名 印

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名

周知実施状況報告書

年 月 日付けで提出した事業計画書に係る三原市水源保全条例第13条第１項の規定により提出され

た意見書に対する見解周知の実施状況について、同条例第14条第２項の規定により、次のとおり報告しま

す。

添付書類 意見書の見解を周知するために配布し、又は使用した書類及び図面等

関係住民の意見 設置者の見解



様式第４号（第11条関係）

年 月 日

三原市長 様

住所

氏名 印

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名

事業計画変更届出書

年 月 日付けで提出した事業計画書の変更について、三原市水源保全条例第15条第１項の規定により、

次のとおり届け出ます。

１ 該当する特定施設の区分

□ 条例第２条第１号アに規定する有害物質使用特定施設

□ 条例第２条第１号イに規定する産業廃棄物の最終処分場

□ 条例第２条第１号ウに規定する市長が水質の汚濁のおそれがある施設として指定する施設

２ 添付資料

□ 関係法令等による届出書

（関係法令等の名称： ）

□ その他市長が認めるもの

（ ）



様式第５号（第13条関係）

年 月 日

三原市長 様

住所

氏名 印

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名

事業計画廃止届出書

年 月 日付けで提出した事業計画を廃止することについて、三原市水源保全条例第16条第１項の規

定により、次のとおり届け出ます。

１ 該当する特定施設の区分

 

□ 条例第２条第１号アに規定する有害物質使用特定施設

□ 条例第２条第１号イに規定する産業廃棄物の最終処分場

□ 条例第２条第１号ウに規定する市長が水質の汚濁のおそれがある施設として指定する施設

 

２ 添付資料

 

□ 関係法令等による届出書

（関係法令等の名称： ）

□ その他市長が認めるもの

（ ）



様式第６号（第14条関係）

年 月 日

三原市長 様

住所

氏名 印

法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び

代表者の氏名

承継届出書

特定施設に係る届出者の地位を承継したので、三原市水源保全条例第18条第２項の規定により、次のとおり届

け出ます。

１ 該当する特定施設の区分

 

□ 条例第２条第１号アに規定する有害物質使用特定施設

□ 条例第２条第１号イに規定する産業廃棄物の最終処分場

□ 条例第２条第１号ウに規定する市長が水質の汚濁のおそれがある施設として指定する施設

２ 該当する特定施設の名称

３ 該当する施設の所在地

４ 承継者及び被承継者

５ 添付資料

□ 関係法令等による届出書

（関係法令等の名称： ）

□ その他市長が認めるもの

（ ）

承継者

氏名又は名称

住所又は所在地

被承継者

氏名又は名称

住所又は所在地



様式第7号(第15条関係)

(表)

(裏)

第 号

立入検査員証

職 名

氏 名

生年月日 年 月 日生

上記の者は、三原市水源保全条例第23条の規定により、特定施設若しくは当該特定施設の

敷地に立ち入り、施設、施設の設計図書、帳簿書類その他必要な物件を検査させ、又は関係

者に質問させることができる者であることを証明します。

発行年月日 年 月 日

有 効 期 限 年 月 日

三 原 市 長 印

三原市水源保全条例(抜粋)

（立入検査等）

第２３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、排出水及び地下浸透水の汚染状

態その他の必要な事項について報告を求め、指定する職員に特定施設若しくは当該特定施

設の敷地に立ち入り、施設、施設の設計図書、帳簿書類その他必要な物件を検査させ、又

は関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定により当該職員が立ち入るときは、市長が指定したことを証するものを携帯

し、関係者に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならな

い。

写真


